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運営受託者 箇所数 名 称 設置場所 開設時期
（ボ）地域ぐるみの子育てをすすめるひだまりの会 1 城南区子どもプラザ 保健福祉センター併設 平成16年10月
社会福祉法人福岡市保育協会 1 中央区子どもプラザ 中央児童会館併設 平成16年10月
社会福祉法人協和会（信和保育園） 1 早良区次郎丸中子どもプラザ 市立中学校の余裕教室に増設 平成21年10月
社会福祉法人灯心会（オリーブ保育園） 1 東区三苫子どもプラザ 民間ビル活用（専） 平成22年3月
学校法人いのうえ学園（福岡いずみ幼稚園） 1 西区橋本子どもプラザ 木の葉モール2Ｆ 平成22年3月
学校法人西花畑学園（桧原こひつじ幼稚園） 1 南区ひばる子どもプラザ 幼稚園施設改装（専） 平成22年3月
































































































































































年度 開設箇所数（累計） 公民館数 校区数 延べ利用者人数 設置箇所数 延べ利用者人数
Ｈ14 17 ― ― 6，276 0 6，276
Ｈ15 56 ― ― 39，876 0 39，876
Ｈ16 92 144 ― 55，116 2 28，371
Ｈ17 119 144 116 77，760 5 105，277
Ｈ18 130 144 123 99，914 6 152，729
Ｈ19 137 144 127 102，459 7 201，169
Ｈ20 144 144 132 110，625 7 214，459
Ｈ21 148 145 133 108，758 14 208，407
Ｈ22 152 146 134 103，617 14 310，746
Ｈ23 155 146 135 96，065 14 329，943
Ｈ24 157 146 137 88，520 14 316，053
Ｈ25 158 146 138 95，554 14 341，928
Ｈ26 154 146 139 88，395 14 317，580
※データのないものは「―」で示している ※延べ利用者数は，大人と子どもの合計人数。
※「子育てサロン」からの報告は，年間開催回数，1回あたりの平均参加組数のため，延べ参加者数は，各子育て交流
サロンの平均参加組数×2×年間開催数となる。
出所）福岡市こども未来局事業企画課からの資料（Ｈ27年10月受理），市民局公民館調整課からの資料（Ｈ27年12月受理）
Ｈ17年度福岡市行政監査結果 http://www.city.fukuoka.lg.jp/data/open/cnt/3/10656/1/7d620011d18254.pdf（Ｈ27．
6月25日アクセス）をもとに筆者作成。
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5．福岡市の地域子育て支援事業の開設・利用
状況からみる課題について
5‐1．「子どもプラザ」増設に関する要望と福岡市の考
え方について
地域子育て支援拠点事業は，国の「子ども・子育てビ
ジョン」（2010）においては，全国で1万か所（中学校
区に1か所）の設置が目標として掲げられ，さらに「子
ども・子育て支援新制度」でも増設が目指され，重点的
な取り組みが推進されてきている。しかし，福岡市の対
応は，前述の通り「子どもプラザ」は2019（Ｈ31）年度
まで増設の計画はないにもかかわらず，利用見込み人数
は，2014（Ｈ26）年1．2万人→2019（Ｈ31）年4．1万人と，
3．4倍の利用者数の増加を目指している（『第4次子ども
計画』）。
この利用見込み人数の根拠について，福岡市に質問し
たところ，「平成25年10月に実施したアンケート調査
（ニーズ調査）で高い利用希望が見込まれているが，施
設によって利用者数が少ないところがあるため，引き続
き「子どもプラザ」の周知や企画内容の充実を図り，ま
ずは既存の「子どもプラザ」利用率向上に向けた取り組
みを進めていく。」との回答であった（2015年9月30日
電話とメールにて質問，2015年10月13日回答受理）。
この件に関して，『第4次子ども計画』のパブリック
コメント5では，「『子どもプラザ』を増やさずに利用人
数を増やすことには無理がある，小さな場所でもいいの
で，施設を増やしてほしい」という従事者からの意見が
出されている。
5‐2．「子育てサロン」の利用見込みと市の対応方針に
ついて
『第4次子ども計画』においては，「子育てサロン」の
利用見込み人数の目標値は出されていないため，福岡市
に目標値が設定されていない理由と「子育てサロン」の
利用者が減少した主な要因についての質問したところ，
回答は次の通りであった。「ここ数年の開設箇所数は155
－158箇所で推移しており，概ね各小学校校区に1か所
の「子育てサロン」が開設されている状況にある。地域
の取り組み自体が減少していることはないが，「子育て
サロン」の利用者が減少した主な要因として，保育所施
設等への入所児童の増加等，他事業への利用が移動した
ことにより「子育てサロン」への参加数が減少している
ものと考えている。「子育てサロン」の利用者数の目標
値は設定していないが，利用者のニーズの把握と地域で
の子育て環境の確保に努める。」との回答であった（2015
年9月30日 電話とメールにて質問，2015年10月13日回
答受理）。
福岡市の回答では，「子育てサロン」の利用人数の減
少について保育所施設等への入所児童の増加等，他事業
への利用が移動したことによるという物理的な要因をあ
げている。まず，保育所施設の入所者数の割合は，2009
（Ｈ21）年と2014（Ｈ26）年で比較6すると0歳児12．6％
→17．9％・1歳児30．7％→40．6％・2歳児37．7％→45．6％
と増えているため，保育所入所児童の増加は，「子育て
サロン」の利用者数の減少の要因の一つと考えられる。
ところが「子育てサロン」の利用者数の減少に対して，
「子どもプラザ」の利用人数は2009（Ｈ21）年の約21万
人から2014（Ｈ26）年は約32万人に増加している。この
増加は2010（Ｈ22）年までに行われた増設が主な要因と
考えられるが，その後も利用者は安定して推移している
ため，「子どもプラザ」の利用者数は保育所入所児童の
増加の影響を受けていないと考えられる。
次に，福岡市の回答の他事業とは，「子どもプラザ」
と推測される。2009（Ｈ21年）に1か所，2010（Ｈ22年）
に6か所「子どもプラザ」が増設された時期から「子育
てサロン」の利用者数は減少しており，減少の原因の一
つとして，常設の「子どもプラザ」に利用者が移動した
ことが考えられる。しかし，「子どもプラザ」の利用に
ついて「徒歩で行くには遠い」というニーズ調査結果が
あり，日常生活圏域で利用ができる「子育てサロン」の
運営支援の充実が利用者のニーズに応える1つの方策だ
と思われる。「子育てサロン」の運営支援の充実につい
ては2007（Ｈ19）年の福岡市議会でも要望が出されてい
る7。
6．まとめと考察
福岡市の地域子育て支援は，幼稚園の空き教室や公民
館等を活用して自らの手で集える場（子育てサロン等）
を作り出す市民活動からはじまった。2002（Ｈ14）年か
5）http://www.city.fukuoka.lg.jp/data/open/cnt/3/48175/1/pabukome.pdf（Ｈ27年6月11日アクセス）『4次福岡市子ども総合計画』
（案）市民意見要旨と市の考え方，23．
6）http://www.city.fukuoka.lg.jp/kodomo/datas/detail/176.html（Ｈ27年7月11日アクセス）『新・福岡市子ども総合計画』『第4次子
ども計画』の未就学児童の保育状況から算出。
7）http://www.kusuki.info/question/20070625.pdf（Ｈ27年6月21日アクセス）『平成19年第3回定例会議事録』（第4日）35番2問目
で「乳幼児親子にとっての広場は，近くにある，歩いて行ける，スタッフがいるというのが大事。この評判のいい子どもプラザを
増設，充実させながら今すぐできる仕組みをつくればできる子育て交流サロン，子育てサークルの増設，充実も必要であると考え
る。子育て交流サロンは現在公民館が月2回から4回の場所を提供にとどまっており，市民のニーズは開催日数の増加を希望して
いる。」との意見が出されている。
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ら少子化対策の枠組みに入った「子育てサロン」は事業
化され，福岡市の小学校校区にある全公民館を活用して
開設され設置数は増加したが，利用者数は年々減少して
いる。福岡市は，「子育てサロン」の利用者が減少した
主な要因として，保育所施設や他事業等への移動を挙げ
ているが，他に「子育てサロン」の開設時間や内容に起
因するものが考えられる。
まず開設時間の問題に関しては，「子育てサロン」は
子育てサポーター（地域のボランティア）の運営で開設
されているため，開設頻度が月2～4回と少なく，利用
時間も午前10時から2～5時間程度と限られている実態
があるため，利用者数の減少につながっているのではな
いかと考えられる。さらに，「子育てサロン」は地域全
体で乳幼児の子育てを支援する体制づくりを行うため，
親子が集える場と見守りを提供しているが，地域の実情
に応じて開設されているため，利用者ニーズに対応しき
れていないのではないかと考えられる。
一方，「子どもプラザ」は，2004（Ｈ16）年に福岡市
の拠点事業として設置がはじまり，7区14箇所に設置さ
れており，常設の遊び場を提供して，市より委託された
スタッフを中心に子育て等に関する相談，情報の提供，
講習等の実施を行っている。利用者は年々増加してきて
おり，2010（Ｈ22）年度以降は年間31万人を超えたとこ
ろで安定している。ただ，利用者の住居と「子どもプラ
ザ」の距離の問題は解決が難しく，利用したくても利用
できない保護者がいる実態もある。このことから「子ど
もプラザ」に対しては増設要望があるが，現状では増設
の計画はない。現実的な対応策としては日常生活圏域で
利用できる「子育てサロン」の運営支援の充実が考えら
れる。
「子どもプラザ」業務は，開設当初，福岡市の拠点事
業として地域の子育て活動（子育てサロン等）を支援す
る機能が期待されていた。しかし，「子どもプラザ」が
主体となって実施する「子育てサロン」への運営支援の
具体的内容は示されておらず，各プラザに任されてお
り，常設の親子の交流の場としての機能に重点が置かれ
てきた。
現在「子育てサロン」の運営支援については，区保健
福祉センターが実施主体となって子育てサポーターの情
報交換会を行っている。運営支援については，「子ども
プラザ」が拠点事業としてどのような機能を持ち，どの
ように「子育てサロン」との連携を構築できるのか，福
岡市が検討していくことも大切ではないかと思われる。
今後は，「子どもプラザ」と「子育てサロン」の更な
る実態の把握を行い，福岡市の地域子育て支援の取り組
みについての課題をより具体的に考察していきたい。
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